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第1章  現行の水道ビジョンにおける実現方策の評価結果一覧表 

 

① アセットマネジメントの実践   

 ・アセットマネジメントの継続的な実践により健全な水道を次世代へ確実に引き継ぎま
す。 達成 継続 

② 水道料金体系のあり方についての検討   

 ・現在の水道料金体系の抱える課題を整理し、水道料金体系のあり方について検討
します。 達成 継続 

③ 広域化に向けた取組   

 
・埼玉県が平成23年3月に改訂した『埼玉県水道整備基本構想～埼玉県水道ビジ
ョン～』に掲げる水道広域化を推進するために埼玉県及び近隣事業体で構成する埼
玉県第1ブロック水道広域化検討部会において、広域化に向けた協議を行い、県が
目標とする令和12年度までの実現に向けて連携を図ります。 

未達成 継続 

④ 民間活用の導入の検討   

 ・経営のさらなる合理化を図るため、包括的外部委託の対象とする業務や範囲につい
て検討します。 達成 継続 

⑤ 職員の技術力・組織力の強化   

 ・事業運営に必要な技術を日常業務や研修・訓練をとおして継承し、職員の技術力
を向上させ組織全体の強化を図ります。 達成 継続 

⑥ 浄水場のダウンサイジング   

 
・次世代の負担とならないよう、老朽化した第1浄水場を廃止します。なお、第1浄水
場が廃止となった場合、自己水源の水量が減少し、渇水の場合に対応できる能力が
現在の3割から2割に減少します。このため、県水の水源となる八ツ場ダムの竣工後に
第1浄水場を廃止することで、渇水に対する危機管理能力を強化します。 

達成 継続 

⑦ 水道施設の適切な維持・管理   

 ・水道施設の日常点検を通じて、実態を把握し、修繕等の履歴をデータベースとして整
理することで効率的な維持管理を継続的に実施します。 達成 継続 

⑧ 技術の進化に対応した施設整備   
 ・管路を更新する際は、長寿命が期待できる管種を採用します。 達成 継続 

⑨ 情報提供と広報活動の実施   
 ・ホームページの充実を図り、お客様に必要な情報を提供します。 達成 継続 

 ・お客様のニーズを把握するため、「町長への手紙」を通じてお客様のご意見をとりいれま
す。 達成 継続 

 ・お客様のニーズにあった情報提供や広報活動に取り組みます。 達成 継続 
 ・水道事業の運営方針について、情報を開示し、お客様の理解促進に努めます。 達成 継続 

⑩ 料金収納方法の検討   
 ・お客様の利便性向上のため、料金収納方法の多様化について検討します。 達成 継続 

⑪ 環境配慮意識の向上   

 ・公共工事における環境負荷の低減として、再生資材の活用や環境にやさしい物品の
購入（グリーン購入）を引き続きおこないます。 達成 継続 

 ・温室効果ガス削減のため、水道施設の更新時には太陽光発電装置などのクリーンエ
ネルギー導入の検討をおこないます。 未達成 継続 

 ・公用車へのエコカーの導入を図ります 未達成 継続 



65 

⑫ 水質検査体制の充実   

 ・宮代町の水源水質に対応し、浄水処理を確実なものとするため、必要に応じて水質
検査計画に新たな検査項目を追加します。 達成 継続 

⑬ 水安全計画の策定   

 ・水道水へのさまざまなリスクに対応するため、安全な水の供給を確実にする水道システ
ムを構築する「水安全計画」を策定します。 達成 継続 

⑭ 水道水の安全性に関する情報の提供   

 ・お客様に水道水の安全性を理解していただくため、水道水の安全性に関する情報を
ホームページや広報誌を通じて発信します。 達成 継続 

⑮ 水源の適正化   

 
・第1浄水場の廃止に伴い、現在水源としている5箇所の井戸についても見直しをおこ
ない、代替として県水受水へと水源の移行を進めることで、地下水の汲み上げによる
地盤沈下の抑制を図ります。 

達成 継続 

⑯ 自己水源の保持と県水の活用   

 ・第2浄水場の水源である3箇所の井戸について、適切な維持管理をおこない安定供
給を図ります。 達成 継続 

 ・県水が地震や渇水に対して安定供給できるよう埼玉県営水道に要望します。 達成 継続 
⑰ 直結給水の推進   

 ・直結給水に対応可能な給水圧力を確保するため、きめ細かな圧力制御をおこなって
いきます。 達成 継続 

⑱ 貯水槽水道における安全性の向上   
 ・引き続き、貯水槽水道の設置者へ年に一度の清掃・点検を呼びかけます。 達成 継続 

⑲ 老朽施設の計画的更新   
 ・水道施設については、実使用年数に基づいて適時更新をおこないます。 達成 継続 

⑳ 老朽管路の計画的更新   

 ・老朽配水管路は、土地区画整理事業や道路整備事業、また公共下水道工事など
他の事業とも調整をおこないながら、合理的かつ計画的に更新をおこないます。 達成 継続 

㉑ 配水管網の整備   

 
・宮代町を二分する形で配置されている第２浄水場と宮東配水場を中心とした水運
用に対応するため、東武鉄道の横断に係る配水管布設工事を行い、安定した水運
用に努めます。 

達成 継続 

㉒ 基幹施設の耐震化   

 ・耐震化の必要な施設を抽出するため、耐震診断を実施し、耐震化が必要な基幹施
設の優先順位を設定します。 達成 継続 

㉓ 基幹管路及び重要給水施設配水管の耐震化   

 ・管路についても、基幹管路及び重要給水施設を定め、基幹管路・重要給水施設
配水管の耐震性を確保します。 達成 継続 

㉔ 水道施設耐震化計画の策定   

 ・老朽化対策とあわせて、効果的な更新・耐震化ができるよう「水道施設耐震化計
画」を策定します。 達成 継続 

㉕ 相互応援体制の整備   

 ・非常時の相互応援体制の維持・整備のため、近隣事業体との連絡管について検討
するとともに、地域防災計画など関連事業との調整をおこないます。 

一部 
達成 継続 
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㉖ 応急給水体制の強化   

 ・断水した場合でも速やかに応急給水ができるよう、耐震型緊急用貯水槽の維持管
理に努めます。 達成 継続 

 
・現在、応急給水に備えて配布用500mLペットボトル水を1,000本、6L給水袋を
600枚保有しています。将来的には、給水袋1,000枚保有できるよう購入を進めま
す。 

一部 
達成 継続 

 ・運搬給水のため、現在は給水タンクのみ保有していますが、近隣団体の給水車保有
状況を調査し、購入の検討をおこないます。 未達成 見直し 

 ・このほか、応急給水マニュアルや器具の整備、受け入れ体制の強化に取り組みます。 達成 継続 

 

 達成29  一部達成2  未達成4    完了0  継続34  見直し1  
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第2章  財政計画の試算条件 

2.1. 財源の試算条件 
 収益的収入 

 給水収益は、実績から供給単価求め、単価×有収水量推計値より算出します。なお、有収水量
推計値は、水需要予測に基づく数値を採用します（図 3.1 参照）。 

 分担金は、現状を基準に給水人口と連動して減少することとします。 

 長期前受金戻入は、既往の予定額に、新たに建設される水道施設の減価償却費のうち、財源
が国庫補助金を収益化したものを加えて算出します。具体的に、新規の長期前受金戻入は、国
庫補助金×償却率×（1－残存率）で算出します。なお、償却率は 0.025（耐用年数 40 年、
定額法を適用）、残存率は 0.100（ただし、取得価額の 95％まで償却）と設定します。 

 

 資本的収入 

 負担金は、近年の動向を踏まえ、将来は計上しないこととします。 

 企業債は建設改良費に伴うものであり、各年度における資金残高や企業債残高を考慮し個別に
起債比率を設定します。起債充当率は、令和 6 年度から令和 10 年度まで 50％、令和 11 年
度から令和 15 年度までは 40％、令和 16 年度以降は 30%と段階的に引き下げて設定します。
なお、企業債の償還計算は近年の実績から年利率 1.3％、5 年据え置き、償還期間 30 年で
計算します。 

 老朽管更新事業に適用可能な国庫補助金は、現在、「老朽管更新補助」と「重要給水施設
配水管（耐震化）」があり、いずれも補助率は 1/3 となります。管路更新事業が上記いずれかの
補助対象に該当するものとして、国庫補助金は、事業費の 50％を対象額として、その 1/3 を財
源に見込みます。 

 第2浄水場を配水場化する場合 

 第 2 浄水場を配水場化する場合の財政計画への影響を明確にするため、企業債の借入額は、
全面更新する場合と同じ起債充当率で算定することとします。また、企業債の償還計算も同様と
します。 

 
2.2. 投資（資本的支出）の試算条件 

 建設改良費は、平準化した更新費用（調査設計費・撤去費含む）に消費税を加算して算定
します。なお、消費税率は、令和 6 年度以降は 10％と設定します。 

 更新等の工事中における配水能力を確保するため、令和 5 年度から令和 7 年度にかけて実施
する宮東配水場第２配水池築造工事の事業費を見込みます。 

 第 2 浄水場に係る予定工事として、令和 8 年度から令和 9 年度にかけて実施する高区配水池
築造工事、令和 8 年度に実施する低区配水池撤去工事、令和 10 年度に実施する高区配水
池撤去工事の事業費を見込みます。 

 企業債償還金は、旧企業債及び新規起債に係る元金償還額とし、旧企業債は企業債償還計
画を用い、新規起債分は各年度の企業債借入額をもとに計算します。 

 固定資産購入費は、量水器購入費の実績から、今後も現状一定と見込みます。 
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 第2浄水場を配水場化する場合 

 第 2 浄水場に係る導水管、取水・浄水に係る建築・土木構造物、機器類の更新需要は見込ま
ないこととします。ただし、撤去費は見込むものとし、令和 8 年度以降に計上します。 

  

2.3. 経費（収益的支出）の試算条件 
 人件費は、浄水場維持管理や料金徴収事務などの第三者委託により削減してきていることから、
今後も現状の職員数及び人件費を見込むとともに、人件費の上昇率を考慮します。 

 動力費は、実績から年間給水量に対する動力費の単価を求め、単価×給水量より算出します。 

 薬品費は、実績の 95％を地下水分として地下水１m3 当たり単価を算出し、将来の取水量×
単価÷0.95 で算出します。 

 原水浄水費、配水給水費及び総係費における修繕費は、実績から年間給水量に対する単価を
求め、単価×給水量より算出します。 

 受水費は、実績から受水費単価を求め、単価×受水量より算出します。 

 減価償却費は、既往の予定額に、新たに建設改良される水道施設の減価償却費を加えて算出
します。新規の減価償却費は、今後の各年度の事業費を、「構造物（建築・土木）」、「機械・
電気・計装」、及び「管路」へと分類した後、それぞれの耐用年数を 58 年、16 年、38 年と設定
し、残存価値 10％で定額法により試算します（耐用年数は地方公営企業法施行規則別表第
二号で定義される水道の構築物又は機械及び装置を一体として償却する場合の設定を採用）。
ただし、償却は 95%まで実施することとし、償却年数の次年度に 5％の償却を行います。 

 固定資産除却費は、当該年度の建設改良費の 5％を計上します。 

 支払利息は、旧起債の償還計画値に新起債の償還に係る利息を加算し算定します。なお、新
起債の年利率は近年の実績から 1.3％、5 年据え置き、償還期間 30 年で計算します。 

 物価上昇に影響を受けるもの（動力費、修繕費、材料費、委託費等）は、物価上昇率
（0.7％/年、内閣府の中長期の経済財政に関する試算におけるベースラインの消費者物価指
数より）を考慮します。 

 

 第2浄水場を配水場化する場合 

 第 2 浄水場を令和 8 年度から配水場化する場合、100%埼玉県営水道となり、地下水取水
量は見込まないため、その分、県水からの受水量を増加することとします。 

 第 2 浄水場の取水・浄水に係る維持管理費（動力費、薬品費、修繕費、設備点検等の委託
費）について、令和 8 年度以降は見込まないものとします。  

 
2.4. その他の試算条件 
 受水費単価の見直しについて 

 令和 8 年度に埼玉県営水道は料金値上げを予定しています（埼玉県企業局作成 資料１「水
道用水供給事業の料金改定方針について」）。これにより、水道用水供給事業の健全経営を
確保し、安定供給の継続が可能になります。 

 受水費は、現行の単価 61.78 円/㎥から令和８年度に 76 円/㎥（23％）程度へ値上げを予
定していることから、令和 8 年度以降、76 円/㎥×受水量により算定することとします。 



69 

 これは、第 2 浄水場を全面更新する場合と、配水場化する場合において同様とします。 

 

 現行料金体系からの見直しについて 

 現行の水道料金を維持した場合、給水人口の減少に伴って料金収入が減少することから、令和
6 年度以降は赤字経営となる見込みです。また、令和 8 年度には埼玉県営水道が料金値上げ
を予定していることから、さらに赤字経営となる見込みです。よって、宮代町の健全経営を確保し、
安定供給を継続的に行うため、宮代町の水道料金改定を検討します。 

 料金改定の最初の改定時期は、検討期間を考慮して、埼玉県営水道の料金値上げと同じ、令
和 8 年度とすることとし、その後 5 年周期で見直しを行うことを予定します。 

 料金改定にあたっては、総務省「資料 3 財政計画に係る論点（資料編）平成 26 年 3 月 7
日 P.24」に記載されている、「実際の使用から料金を収納するまでのタイムラグを考慮した際に最
低限必要となる資金は、給水収益に対して 3～4 ヶ月分となる」ことを踏まえ、内部留保資金が各
年度の給水収益の 6 カ月分を下回らないように設定することとします。 

 これは、第 2 浄水場を全面更新する場合と、配水場化する場合において同様とします。 
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第3章  計画期間内における収益的収支・資本的収支 

埼玉県営水道の料金改定を踏まえ、宮代町が段階的な料金改定を行った場合の財政計画です。 
◆ 収益的収支 
 
  

年　　　　　　度 R2 R3 R4 R5
区　　　　　　分 決 算 決 算 決 算 予算

１． (A) 683,543 706,919 613,137 706,175
(1) 627,375 632,491 535,792 614,696
(2) (B)
(3) 56,168 74,428 77,345 91,479

２． 84,867 77,661 176,648 70,814
(1) 0 0 0 0

(2) 81,823 75,076 75,329 68,308
(3) 3,044 2,585 101,319 2,506

(C) 768,411 784,580 789,785 776,990
１． 660,579 654,211 718,694 746,249
(1) 37,918 39,006 40,243 40,956

19,354 20,501 20,348 20,559

18,565 18,505 19,895 20,397
(2) 373,615 360,252 426,579 432,144

24,200 25,417 29,143 31,818
12,123 14,310 13,024 16,971

337 715 842 1,684
336,955 319,810 383,570 381,671

(3) 249,046 254,953 251,872 273,149
２． 23,200 20,123 25,943 18,845
(1) 22,822 19,079 16,492 18,825
(2) 378 1,044 9,451 20

(D) 683,780 674,334 744,637 765,094
(E) 84,631 110,246 45,148 11,896
(F) 0 6 4 20
(G) 0 139 0 110
(H) 0 -133 4 -90

84,631 110,113 45,152 11,806
(I) 269,395 237,725 213,644 225,450
(J) 1,174,145 1,233,660 1,294,156 1,039,651

100,492 100,146 120,879 98,665
(K) 396,737 381,569 700,523 369,045

143,800 138,927 119,413 91,139

228,846 214,816 556,080 250,000

(L) 0 0 0 0
(M) 683,543 706,919 613,137 706,175

(N) 0 0 0 0
(O)
(P) 683,543 706,919 613,137 706,175

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

そ の 他 補 助 金

支 払 利 息

そ の 他
収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

流 動 資 産

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

地方財政法による資金不足の比率

( I )累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）(A)-(B)

((L)/(M)×100)
健全化法施行令第16条により算定した資金の不足額
健全化法施行規則第６条に規定する解消可能資金不足額
健全化法施行令第17条により算定した事業の規模
健全化法第22条により算定した資金不足比率 ((N)/(P)×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した資金の不足額
営業収益－受託工事収益 (A)-(B)
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（単位：千円，％）

662,936 655,414 757,393 750,503 739,906 849,786 839,383 831,060 946,340 935,091
588,731 581,851 684,454 678,199 668,239 778,767 769,012 761,338 877,248 866,604

74,206 73,563 72,940 72,304 71,667 71,019 70,370 69,722 69,092 68,487
71,964 69,451 68,444 69,312 69,569 68,661 69,787 70,770 70,887 69,632

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

68,454 65,926 64,934 65,813 66,072 65,167 66,287 67,271 67,391 66,128
3,510 3,525 3,510 3,499 3,497 3,494 3,500 3,499 3,496 3,503

734,900 724,865 825,838 819,814 809,475 918,447 909,170 901,830 1,017,227 1,004,722
731,484 732,157 778,478 781,933 775,868 776,796 784,746 800,646 814,382 829,860
41,004 41,208 41,416 41,624 41,832 42,040 42,248 42,461 42,673 42,885
20,662 20,765 20,869 20,974 21,079 21,184 21,289 21,396 21,503 21,610

20,342 20,443 20,547 20,650 20,753 20,856 20,960 21,065 21,170 21,275
415,542 413,441 457,899 456,098 452,545 449,767 446,920 445,031 441,474 438,950
33,756 33,600 28,403 28,339 28,125 27,969 27,812 27,728 27,497 27,348
18,011 17,928 14,213 14,180 14,073 13,996 13,918 13,875 13,760 13,684

574 578 582 586 590 594 599 603 607 611
363,201 361,335 414,702 412,993 409,756 407,207 404,591 402,825 399,609 397,307
274,939 277,508 279,162 284,210 281,490 284,989 295,578 313,155 330,236 348,025
19,119 20,776 23,200 25,872 28,950 32,475 34,946 37,381 39,707 41,897
18,115 19,772 22,197 24,868 27,946 31,471 33,943 36,377 38,703 40,893
1,004 1,004 1,004 1,004 1,004 1,004 1,004 1,004 1,004 1,004

750,603 752,932 801,678 807,804 804,817 809,271 819,692 838,027 854,089 871,757
-15,703 -28,068 24,160 12,010 4,657 109,176 89,478 63,803 163,138 132,966

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

-15,703 -28,068 24,160 12,010 4,657 109,176 89,478 63,803 163,138 132,966
209,747 181,679 205,839 217,849 222,507 331,682 421,160 484,963 648,102 781,067

1,158,735 1,045,964 983,315 963,717 941,587 1,007,754 998,340 971,489 1,050,508 1,107,556
106,560 105,315 123,886 122,754 120,951 140,957 139,191 137,802 158,782 156,855
594,737 583,992 538,211 544,462 588,175 653,526 661,882 672,307 683,159 694,932
73,222 57,098 52,050 44,502 51,278 55,940 64,296 74,721 85,573 97,346

495,302 500,682 459,947 473,747 510,684 571,373 571,373 571,373 571,373 571,373

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
662,936 655,414 757,393 750,503 739,906 849,786 839,383 831,060 946,340 935,091

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

662,936 655,414 757,393 750,503 739,906 849,786 839,383 831,060 946,340 935,091

R15R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14
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◆ 資本的収支 
 

 
  

年　　　　　度 R2 R3 R4 R5
区　　　　　分 決 算 決 算 決 算 予算
１． 200,000 290,000 165,600 531,000

２．
３．
４． 4,646 2,631 3,189 3,447
５．
６． 35,330 55,500 13,000 45,700
７． 0 0 0 10
８．
９．

(A) 239,976 348,131 181,789 580,157
(B)

(A)-(B) (C) 239,976 348,131 181,789 580,157
１． 403,527 445,743 629,122 741,300

２． 145,152 143,800 138,927 119,413
３．
４．
５． 9,887 9,086 14,619 10,679

(D) 558,566 598,628 782,669 871,392
(E) 318,590 250,497 600,880 291,235

１． 101,417 89,469 399,565 207,935
２．
３．
４． 32,409 33,417 32,823 67,391

(F) 133,826 122,886 432,388 275,326
184,764 127,612 168,492 15,909

(G)
(H) 882,218 1,028,418 1,055,091 1,626,177

○他会計繰入金
年　　　　　度 R2 R3 R4

区　　　　　分 決 算 決 算 決 算
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 金

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金
他 会 計 負 担 金
他 会 計 借 入 金
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他
計

(A)のうち翌年度へ繰り越される支出の財源充当額
純 計

他 会 計 へ の 支 出 金
そ の 他

計
資本的収入額が資本的支出額に不足する額     　　    (D)-(C)

補
塡
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金
利 益 剰 余 金 処 分 額
繰 越 工 事 資 金
そ の 他

計

資
本
的
支
出

建 設 改 良 費
う ち 職 員 給 与 費
企 業 債 償 還 金
他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)
他 会 計 借 入 金 残 高
企 業 債 残 高

R5

収 益 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

う ち 基 準 外 繰 入 金
資 本 的 収 支 分
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（単位：千円）

306,878 310,212 284,974 293,524 316,409 236,007 236,007 236,007 236,007 236,007

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

40,751 34,085 84,561 67,461 21,690 64,490 64,490 64,490 64,490 64,490
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

347,630 344,296 369,534 360,984 338,099 300,497 300,497 300,497 300,497 300,497

347,630 344,296 369,534 360,984 338,099 300,497 300,497 300,497 300,497 300,497
654,508 654,508 654,508 654,508 654,508 654,508 654,508 654,508 654,508 654,508

91,139 73,222 57,098 52,050 44,502 51,278 55,940 64,296 74,721 85,573

10,458 10,458 10,458 10,458 10,458 10,458 10,458 10,458 10,458 10,458
756,105 738,188 722,064 717,016 709,468 716,244 720,906 729,261 739,687 750,539
408,476 393,892 352,529 356,032 371,369 415,747 420,409 428,764 439,189 450,042
223,507 216,240 246,953 251,123 248,144 252,548 262,016 278,609 295,570 314,622

59,501 59,501 59,501 59,501 59,501 59,501 59,501 59,501 59,501 59,501
283,008 275,741 306,454 310,624 307,645 312,049 321,517 338,110 355,071 374,123
125,468 118,151 46,075 45,408 63,724 103,698 98,892 90,654 84,119 75,918

1,841,916 2,078,905 2,306,781 2,548,255 2,820,161 3,004,890 3,184,957 3,356,669 3,517,955 3,668,389

（単位：千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

R15R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

R14 R15R13R7 R8 R9 R10 R11 R12R6
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第4章  埼玉県内の水道料金順位 

埼玉県営水道の料金値上げと同じ令和８年度に宮代町が19%の料金改定を実施した場合、埼
玉県内の他事業体における生活用水量を比較すると、１カ月10m3使用した水道料金順位は、７位
から2位となり、20m3使用した水道料金順位は、11位から2位となります。 

ただし、宮代町の料金値上げのみを反映しましたが、埼玉県営水道の料金値上げにより他事業体も
料金値上げに踏み切る可能性があります。 

 

 
図 4-１ １カ月当たり家庭用料金順位（上位20位） 

出典：公益社団法人日本水道協会「水道料金表」（令和5年4月1日現在） 

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800 2,000

ときがわ町

秩父広域市町村圏組合

宮代町（料金改定）

越生町

久喜市

加須市

行田市

宮代町

白岡市

坂戸・鶴ヶ島水道企業団

鴻巣市

杉戸町

さいたま市

桶川・北本水道企業団

蓮田市

伊奈町

熊谷市

上尾市

神川町

志木市

寄居町

生活用（10m3）

1,463円

1,741円

7位から３位

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500

ときがわ町

宮代町（料金改定）

越生町

秩父広域市町村圏組合

さいたま市

桶川・北本水道企業団

蓮田市

神川町

熊谷市

行田市

鴻巣市

宮代町

寄居町

久喜市

伊奈町

上尾市

加須市

川口市

深谷市

杉戸町

越谷・松伏水道企業団

生活用（20m3）

3,003円

3,574円

11位から2位
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第5章  用語説明 

※1 アセットマネジメント 
資産管理のことです。厚生労働省では、平成 21 年 7 月に「水道事業におけるアセットマネジメント

（資産管理）に関する手引き」を策定・公表しました。手引きでは、水道事業におけるアセットマネジメン
トを、「水道ビジョンに掲げた持続可能な水道事業を実現するために、中長期的な視点に立ち、水道施
設のライフサイクル全体にわたって効率的かつ効果的に水道施設を管理運営する体系化された実践活
動を指す」と定義しています。 
 
※2 経営戦略 

総務省が水道事業をはじめとする地方公営企業に策定を求めている中長期的な経営の基本計画
のことです。水道事業は住民の日常生活に欠くことのできない重要なサービスを提供する役割を果たして
います。一方で、保有する資産の老朽化に伴う大量更新期の到来や人口減少等に伴う料金収入の減
少等により、経営環境は厳しさを増しており、不断の経営健全化の取組が求められます。このような中、
将来にわたってもサービスの提供を安定的に継続することが可能となるように「経営戦略」の策定が求めら
れています。 
 
※3 深井戸 

第一不透水層（主に岩盤）以下の水を取水する、通常 30ｍより深い井戸のことをいいます。第一
不透水層以下は大きな圧力がかかった被圧水であり、ほとんど地表の影響を受けないため、水質は安定
しています。 
 
※4 受水 

水道事業者が、水道用水供給事業から浄水（水道用水）の供給を受けることをいいます。 
 
※5 ダクタイル鋳鉄管 

ダクタイル鋳鉄は、組織中の黒鉛を球状化したもので、強靭性、耐食性、加工性等の優れた特性を
発揮します。現在、ダクタイル鋳鉄管は、水道用管として広く用いられています。 
 
※6 硬質塩化ビニル管 

硬質塩化ビニル管は、耐薬品性に優れており、酸性土壌による腐食もないことから安価に布設するこ
とが可能です。 
 
※7 有収水量 

配水量のうち、水道料金の収入となった水の量です。 
 
※8 給水原価 

1 年間の有収水量 1m3 当たりにかかる費用です。 
 
※9 供給単価 

1 年間の有収水量 1m3 当たりに得られる収益です。 
 
※10 類似事業体 

令和 2 年度において、全国の給水人口３万人以上５万人未満の水道事業体（204 事業体）と
なっています。 
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※11 業務指標 
水道事業の定量化によるサービス水準の向上のため、日本水道協会が水道事業の事業活動全般

を分析・評価するための各種規格を総合的に考慮し制定したものです。 
 

※12 法定耐用年数 
地方公営企業法施行規則により定められた減価償却積算を行うための会計制度上の年数をいいま

す。法定耐用年数を超過すると「経年化資産」となり、更新の対象として区分けされます。 
 
※13 バックアップ   

複数の水道施設が相互に水融通が可能であり、地震などの災害で水道施設が被害を受けた場合で
も、他の水道施設から配水できることです。 
 
※14 配水場化 

第２浄水場は、自己水を処理する浄水施設と自己水及び県水を配水する配水施設がありますが、
浄水施設の維持管理や水質管理等を考慮して、浄水施設を廃止して配水施設のみとすることです。 
 
※15 水質検査計画 

水道法施行規則第 15 条第 6 項（同規則第 52 条及び第 54 条において準用する場合を含む。）
では、水道事業者、水道用水供給事業者及び専用水道の設置者は、水質検査計画を策定すること
が求められています。水質検査計画は毎事業年度の開始前に策定することとされています（平成 16 年
度から施行されています）。 
 
※16 原水水質監視度 

原水における水質監視項目数を示したものです。 
 
※17 水質検査箇所密度 

給水区域面積 100km2 あたりの毎日水質検査を行っている箇所数です。 
 
※18 直結給水 

配水管の水圧を利用して給水することをいいます。 
 
※19 貯水槽水道 

水道水をいったん貯水槽に受けた後、建物の利用者に飲み水として供給する施設の総称です。貯水
槽は設置者の財産であり、その管理は設置者または管理者が行うことになっています。 

 
※20 コーホート要因法 

ある基準年の男女年齢階級別人口を出発点とし、コーホート（同時出生集団）ごとに仮定された
生残率、移動率、出生率及び出生性比を適用して将来人口を推計する方法です。 
 
※21 時系列傾向分析 

過去の時系列的な傾向を分析し、これを将来へ延長することによって行う推計方法です。 
 
※22 1日平均給水量 

年間に給水した実績水量を年間日数で除したものです。 
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※23 1日最大給水量 
1 年間の 1 日給水量のうち最大のものです。 
 

※24 生物処理 
微生物の働きによって原水中のアンモニア、藻類、カビ臭、鉄、マンガン、懸濁物質、陰イオン界面活

性剤などを酸化・分解することで浄化する処理方法です。 
 
※25 オゾン処理 

オゾン（分子式 O3）の強力な酸化力を用いて消毒、脱臭、脱色等を行う処理方法です。 
 
※26 生物活性炭処理 

有機物などの汚れを活性炭の吸着機能で除去し、取り除けなかった有機物やアンモニアを微生物が
処理する方法です。 

 
※27 予防保全 

破損、故障が発生する前に計画的に、そして事前に予防的な修繕・維持を行うことで、施設等の延
命化、保全費用の削減を図る管理手法です。 
 
※28 スマートメーター 

遠隔で検針値等のデータを取得でき、指定された時間間隔もしくは一定水量の使用ごとにデータ送
信ができる水道メーターです。 
 
※29 インバーターポンプ 

運転状況に合わせて周波数を変えることにより回転数を制御し、所要動力を最適化することで消費
電力の低減が図れる特徴があるポンプです。 
 
※30 運搬給水 

災害などにより水道水が断水した場合において、給水車や車載用の給水タンクで飲料水を運搬し、
避難所や主要施設及び病院等の重要施設へ給水する方法です。 
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第6章  宮代町上下水道事業審議会 

 審議委員名簿 

会 長 折原 正英 

副会長 宮島 裕 

委 員 赤井 美津江 岩本 禮  岡野 裕美子 小木 菊夫 
尾﨑 文夫 佐野 好一 須藤 貴志 野原 弘子 
樋口 佳樹 

変 更 加藤 政寿（令和５年度） → 代田 義治（令和６年度） 
 

 審議の経過 
第１回上下水道事業審議会  令和5年9月7日 

・委嘱状の交付 
・宮代町新水道ビジョンの改訂について 
・宮代町水道ビジョン２０２４ 第1章から第2章について 

第2回上下水道事業審議会  令和5年10月31日 
・宮代町水道ビジョン２０２４ 第３章から第４章について 

第3回上下水道事業審議会  令和５年12月14日 
・宮代町水道ビジョン２０２４ 基本理念について 
・宮代町水道ビジョン２０２４ 第５章について 

第4回上下水道事業審議会  令和6年8月7日 
・宮代町水道ビジョン２０２４ 第５章から第７章について 

 
 
 
 


